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Ⅰ．一般債振替制度の構成

(実線)機構のシステムにおけるデータの流れ
(破線)機構のシステム外でのデータの流れ

直接口座
管理機関
(機構
加入者) 証券保管振替機構

日本銀行

間接
口座
管理
機関

資金決済会社

発行代理人

支払代理人

加入者 加入者
発行者

必ず発行/支払代理人を選任

発行者及び加入者の指示に従

い、発行・振替・償還に係る資

金決済を行う者

•日銀ネットを利用したＤＶＰ決済

に係る資金決済

発行者の代理人として
発行に係る処理を行う者

発行者の代理人として利払

・償還に係る処理を行う者
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（参考）一般債振替制度の参加状況について

144146146資金決済会社

435435432間接口座管理機関

888888直接口座管理機関（機構加入者）

203206204発行・支払代理人

2,5972,5432,514発行者

2012年
12月末

2011年
12月末

2010年
12月末

（社）

注１ 数字は各年末の業務終了時点の社数。
注２ 発行者数に私募債を発行する非上場会社等は含まれていない。
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（参考）債券種類別発行状況
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Ⅱ．一般債振替制度の階層構造

振替機関＜A＞口座

加入者＜A＞
（投資家）

直接口座管理機関＜B＞

＜D＞口座

間接口座管理機関＜C＞ 加入者＜D＞
（投資家）

加入者＜乙＞
（投資家）

発行代理人/支払代理人

発行者

間接口座管理機関
＜甲＞

＜X＞口座

機
構
加
入
者

＜C＞口座
自己 顧客

＜B＞口座
自己 顧客

＜甲＞口座
自己 顧客

＜乙＞口座

加入者＜X＞
（投資家）

※一般債振替制度の業務規程上、通知（情報）伝達の効力が及ぶ範囲は、間接口座管理機
関まで。
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招集者

Ⅲ．ガイドラインに基づく社債権者への情報伝達フロー

◆ 「社債権者集会における対応に関するガイドライン（一般債振替制度）」の前提
– 運用指針であり、法令及び機構の規程規則等に基づくものではない。

– 本ガイドラインにおける「社債権者集会」とは、会社法に規定する社債権者集会及びそれに類似する債権者集会等を総称
したものであり、投資法人債権者集会や外債の債権者集会等を対象外とするものではない。

◆ ガイドラインに基づく社債権者集会招集時の情報伝達フロー（※）

証券保管振替機構証券保管振替機構発行者発行者

代理人代理人

間接口座管理機関間接口座管理機関

加入者
（残高無）

加入者
（残高無）

加入者
（残高無）

加入者
（残高無）

加入者
（残高有）

加入者
（残高有）

社債権者集会開催予定を連絡

（開催日、開催目的等）

社債権者集会開催予定を連絡
招集者に連絡先を通知するよう要請

手順１

手順２

自らの連絡先を通知手順３

社債権者集会関連書類等を通知

機構加入者

直接口座管理機関直接口座管理機関手順４

加入者
（残高有）

加入者
（残高有）

社債権者集会関連
書類等を通知

手順５

手順５
社債権者集会関連
書類等を通知

手順５
社債権者集会関連
書類等を通知

間接口座管理機関間接口座管理機関

社債権者集会関連
書類等を通知

手順５

通知 不要 通知 不要

直接口座管理機関直接口座管理機関

その他
招集者自らが社債権者の
連絡先を確認できた場合は
直接通知も可能

※具体的事案における個別性を考慮し、ガイドラインの手順以外に、社債権者集会の招集者、口座管理機関等の関係者が行うべき対応について、必要に応じて
機構から個別に通知をすることがある。
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Ⅳ．一般債振替制度における社債権者への通知事例

◆ 一般債振替制度開始（2006年1月）以降、これまでの通知事例は以下の２パターン。

①社債権者集会における対応に関するガイドラインに沿った通知 ・・・ 6件
・期限前償還への同意取り付けに関する社債権者集会開催に係る通知

・社債要項の一部変更に関する社債権者集会開催に係る通知

②社債デフォルト案件における社債権者への通知 ・・・ 23件
・民事再生手続に係る情報提供

・会社更生手続に係る情報提供

・事業再生ADR手続に係る情報提供
・社債権者説明会又は債権者説明会等に係る情報提供



保振社振２０第４３５号

平成２０年１２月２６日

一般債振替制度利用者 各位

株式会社証券保管振替機構

社債等振替業務部

「社債権者集会における対応に関するガイドライン（一般債振替制度）」の公表について

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

弊社では、制度利用者の皆様からの御要望を受け、関係各位の意見等を集約し、今般、一般債

振替制度における社債権者集会の円滑な開催のため、社債権者集会関連情報の通知等を行う際の

標準的な事務手順として「社債権者集会における対応に関するガイドライン（一般債振替制度）」

を取りまとめましたので、御通知申し上げます。

なお、本ガイドラインにおける「社債権者集会」とは、会社法に規定する社債権者集会及びそ

れに類似する債権者集会等を総称したものであり、投資法人債権者集会や外債の債権者集会等を

対象外とするものではありません。

また、本ガイドラインは、法令等に基づくものではなく、運用指針であることを申し添えます。

（添付資料）

別紙 「社債権者集会における対応に関するガイドライン（一般債振替制度）」

以 上

【本件に関するお問合せ先】

株式会社証券保管振替機構 社債等振替業務部 一般債担当

電話番号：03－3661－7193   FAX：03－3661－7120 
e-mail：sb@jasdec.com 
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社債権者集会における対応に関するガイドライン
（一般債振替制度） 

一般債振替制度において、社債権者集会が円滑に開催できるよう、関係各位
の意見等を集約し、下記のとおりガイドラインを取りまとめた。なお、本ガイ
ドラインは、社債権者集会における基本的な対応について取りまとめたもので
あり、個別の社債権者集会事例における具体的な対応については、個別の運用
に委ねるものとする。

記

1. ガイドライン公表の目的
一般債振替制度においては、特定の銘柄について、すべての社債権者を把握

する者が存在しない。そのため、多数の社債権者が関係する公募債等において、
社債権者に対し、社債権者集会関連情報の通知等を行う際の標準的な手順を用
意することが、社債権者の公平な取扱い及び社債権者集会の円滑な開催のため
に有益と考えられる。
ただし、社債権者集会の内容や手続等については、具体的事案における個別

性も考慮する必要があるため、本ガイドラインにおける標準的な手順の他に、
社債権者集会の招集者又はその代理人（以下「招集者」と総称する。）、口座管
理機関等の関係者が行うべき対応について、必要に応じて機構から個別に通知
をすることがある。
なお、社債権者集会の招集者が、既にすべての社債権者を把握している場合

等で、本ガイドラインによらずとも、円滑かつ迅速に社債権者集会の開催が可
能な場合には、本ガイドラインと異なる手続により、社債権者集会を開催する
ことが望ましい。また、社債権者集会の開催等の情報を、すべての口座管理機
関等に通知することが、発行者や社債権者等の利益を著しく害する懸念がある
場合には、本ガイドラインの手順を利用することはできない。

2. 社債権者集会における対応に関する事務手順
(1) 社債権者集会招集時の事務手順

社債権者集会の開催が決定した場合には、招集者は、以下の手順により、
社債権者に対し、社債権者集会招集の通知等を行う。

① 招集者は、機構に対し、社債権者集会の開催予定（開催日、社債権者
集会の目的である事項等）を連絡する。

② 機構は、招集者の依頼に基づき、社債権者集会の開催に関する情報を
公表する。

③ 招集者は、社債権者に対し、以下の手順により、社債権者集会の開催
通知、社債権者集会参考書類、議決権行使書面等の社債権者に送付す
べき書類等に関する情報（以下「関係書類等」という。）を通知する。 
・ 機構は、機構加入者に対し、社債権者集会の開催が見込まれるため、
招集者に自らの連絡先を通知するよう要請する。
かかる要請を踏まえ、機構加入者は、招集者に対して自らの連絡先
を通知する。

・ 招集者は、連絡先の通知を受けた機構加入者に対し、関係書類等を
通知する。

別紙 
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・ 招集者から関係書類等の通知を受けた直接口座管理機関である機構
加入者は、その加入者（間接口座管理機関を含む。）に対し、関係書
類等を通知する。

・ 直近上位機関から関係書類等の通知を受けた間接口座管理機関は、
その加入者（間接口座管理機関を含む。）に対し、関係書類等を通知
する。

・ なお、直接口座管理機関である機構加入者及びその直近上位機関か
ら関係書類等の通知を受けた間接口座管理機関は、加入者（間接口
座管理機関を含まない。）に対しては、当該加入者が当該銘柄につい
て残高を有する場合にのみ、関係書類等を通知すれば足るものとす
る。

なお、招集者は、社債権者集会日程等の検討にあたり、すべての口座管
理機関が社債権者に関係書類等を交付するために必要な期間（招集者が直
接口座管理機関に対して関係書類等を通知してから 1 週間程度）を考慮す
るものとする。
また、招集者は、自ら社債権者の連絡先を確認できた場合には、関係書

類等の全部又は一部を、社債権者に対して直接通知することができる。

社債権者集会開催の正式決定前であっても、社債権者集会の開催が必要
となる事象が発生した場合には、招集者は、社債権者集会招集時と同様の
事務手順にて、社債権者に対する事前告知等を行うことができる。
ただし、当該手順を利用することができるのは、社債権者集会の開催が

確実に見込まれる場合に限るものとし、それ以外の場合に、社債権者に対
する情報伝達や社債権者の確認等の手段として利用することはできない。

(2) その他 
口座管理機関は、社債等の振替に関する法律第86条第3項に基づく証明書

（以下「社債権者集会用証明書」という。）の交付に関する手続を整備する
必要がある。

社債権者集会における議決権確定のため、社債権者集会用証明書の真正
性を確認できるよう、招集者（その他に社債権者集会用証明書を取り扱う
者が存在する場合には、これを含む。以下同じ。）と口座管理機関は協力す
ることが望ましい。

社債権者は、社債権者集会用証明書を口座管理機関に返還するまで、振
替・抹消の申請ができない。そのため、社債権者集会用証明書の返還に遅
延が生じれば、社債権者集会後の償還等の手続が円滑に進められないこと
が懸念される。そこで、招集者が社債権者から承諾を受けた場合には、口
座管理機関に対し、社債権者集会用証明書を直接返還する運用方法も想定
される。

以上




